
資料２ 

種の保存法に基づく保護増殖事業の認定について 
 

１．保護増殖事業計画 
絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（以下、種の保存法）

では、絶滅のおそれのある野生動植物を「国内希少野生動植物種」に指定し、

捕獲及び譲渡し等を規制することで種の保存を図っている。 
国内希少野生動植物種のうち、個体の繁殖の促進、その生息地・生育地の整

備等を図る種について、国（環境省及び関係省庁）は保護増殖事業計画を定め

ることとしており、現在は４９種において計画が策定されている。 
 
２．保護増殖事業の確認及び認定 
国以外の主体が保護増殖事業を実施する場合には、各主体の事業計画が国の

保護増殖事業計画に適合している旨の環境大臣の確認（地方公共団体の場合）

又は認定（その他の者の場合）を受けることができる。 
確認又は認定を受けた保護増殖事業として実施する場合、対象とする国内希

少野生動植物種の捕獲及び譲渡し等の規制が適用除外となるなど、国の保護増

殖事業と連携した取組の促進を図ることができる。 
 
■種の保存法（抜粋） 
（保護増殖事業計画）  
第四十五条  環境大臣及び保護増殖事業を行おうとする国の行政機関の長は、保護増殖事
業の適正かつ効果的な実施に資するため、中央環境審議会の意見を聴いて保護増殖事業

計画を定めるものとする。  
２  前項の保護増殖事業計画は、保護増殖事業の対象とすべき国内希少野生動植物種ごと
に、保護増殖事業の目標、保護増殖事業が行われるべき区域及び保護増殖事業の内容そ

の他保護増殖事業が適正かつ効果的に実施されるために必要な事項について定めるもの

とする。  
（略） 
 
（認定保護増殖事業等）  
第四十六条  国は、国内希少野生動植物種の保存のため必要があると認めるときは、保護
増殖事業を行うものとする。  
２  地方公共団体は、その行う保護増殖事業であってその事業計画が前条第一項の保護増
殖事業計画に適合するものについて、環境大臣のその旨の確認を受けることができる。  
３  国及び地方公共団体以外の者は、その行う保護増殖事業について、その者がその保護
増殖事業を適正かつ確実に実施することができ、及びその保護増殖事業の事業計画が前

条第一項の保護増殖事業計画に適合している旨の環境大臣の認定を受けることができ

る。 
 


